
２０２３年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：法務研究科 

※学部・研究科ごとに作成してください。                 

 

基準１ 理念・目的  点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的を適切に踏まえ、 学部・研究科の目的を適切に設定しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材 
育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 

○大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
 法務研究科は、修了生に法務博士（Juris Doctor）の学位を付与する法
曹養成機関（法科大学院）である。本研究科が養成しようとする法曹像
は、「時に常識を超え、既成の枠を飛び越え、自らが信じるところで、い
かなるときも在るべき「法」と真摯に向き合い、学び、戦い、真のプロフ
ェッショナルとして人と社会と世界に貢献できる“挑戦する法曹”」であ
る。 
このような法曹像は、大学の「建学の精神」（学問の独立、学問の活用、

模範国民の造就）と 1882 年の東京専門学校法律学科創設以来の経験・実
績を踏まえ、司法制度改革審議会意見書に示された基本理念を実現する
方向で練り上げられたものであり、新たな時代の流れに対応し、かつ 21
世紀の社会をリードできる質の高い法曹の養成を目的としている。本学
の法科大学院教育を受けることで法曹としての付加価値を付与すべく、
高い専門性と実務能力を獲得した『挑戦する法曹』の育成をめざしてい
る。（407 字） 
  
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
 特になし 
 

1-①-1 法務研究科 HP（「研
究科運営方針」） 

1-①-2 法務研究科要項 1-2
頁 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

人材育成その他の教育研

究上の目的（以下、「目

的」）を設定している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・目的を学則別表に記載

している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的を学部・研究科単

位で設定している。 

・目的は高等教育機関と

してふさわしく、学部・

研究科の個性や特徴を

示している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的と大学の理念との

関連性を考慮し、文中

に明示している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を課程ごと、学位

ごとに定めている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5 
 
 

  



基準１ 理念・目的  点検・評価項目② 

 

学部・研究科の目的を教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材育 
成その他の教育研究上の目的の適切な明示  

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、学部・研究科の目的等の周知及
び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
 ①で示した本研究科が養成しようとする法曹像は、毎年発行される法
務研究科紹介の「研究科案内」（パンフレット）、WEB サイトにおける「科
長からのメッセージ」「法務研究科が目指すもの」「人材養成に関する目
的その他の教育研究上の目的」「法務研究科 3 つのポリシー」などによっ
て明確にされ、それらは、教員（兼担・兼任教員を含む）、職員、学生お
よび社会に対して周知されている。また、「梓」というニューズレターを
発行し（年 1 回、約 5000 部発行）、これを教員（兼担・兼任を含む）、職
員、学生、修了者（「早稲田ロースクール稲門会」および「稲門法曹会」
（旧司法試験合格者を含む早稲田大学出身の法曹による校友会）の構成
員）に配布することによっても、継続的に本法科大学院の目指す法曹像
の周知・徹底を行っている。 
さらに教職員に対しては、年度初めの運営委員会（教授会）で研究科

長が本研究科の方針を訓示し、また年に 2 回開催されるＦＤ研修におい
ても本方針を意識した取り組みを行っている。（422 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
 特になし 

1-②-1 「研究科案内」 
1-②-2  研究科 WEB サイ
ト 
1-②-3  「梓」 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

目的を刊行物やウェブサ

イトなどいずれかの方法

で公表している。 

目的を刊行物、ウェブサ

イトを含めた複数の方法

で公表している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的の公表にあたって

は、学部、学科又は課

程ごとに、研究科にお

いては、研究科又は専

攻ごとに明示してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的を箇所内の教職員

が定期的に確認する機

会を設定している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を箇条書きにす

る、図示化するなどの

工夫により情報の得や

すさや理解のしやすさ

に配慮している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5 
  
 

  



基準１ 理念・目的  点検・評価項目③ 

 

大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学として将来を見据えた中・長期の 

計画その他の諸施策を設定しているか。 

○将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 
・認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

 →大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

  



基準２ 内部質保証  点検・評価項目① 

 

内部質保証のための方針及び手続を定めているか。 

○下記の要件を備えた内部質保証のための方針及び手続の設定 
・内部質保証に関する基本的な考え方  
・内部質保証の推進に責任を負う組織の権限と役割 
・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロセスなど） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

5 

【自己評価の理由】 
 研究科の内部質保証における組織・体制としては、（ア）自己点検評価
を継続的に行う「自己点検評価委員会」、（イ）教育内容と教育方法等に
ついての自己改革のための「FD 委員会」、（ウ）入学者選抜について検討
を行う「入試委員会」、（エ）カリキュラムについて検討を行う「カリキュ
ラム検討委員会」、および（オ）これらの各委員会の長と本研究科執行部
を構成員とした、本法科大学院の将来設計ならびに運営に関する検討を
行う「研究科運営委員会」などがある。 
 自己点検評価委員会は、本研究科が 5 年ごとに受ける認証評価対象年
度ならびにそれ以外の任意の年度に報告書を作成し、これを WEB サイ
トにおいて公表している。FD 委員会は年に複数回開催し、活動を行って
いる。入試委員会では入試の在り方を、カリキュラム検討委員会ではカ
リキュラムの在り方、随時委員会を開催し検討している。これらについ
て総合的な視点から課題を議論し改善・向上の指針を示すのが研究科運
営委員会であり、ここで示された指針および各委員会での検討結果は運
営員会を通じて教員に共有される。（452 字） 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
 特になし 

2-①-1 早稲田大学大学院法
務研究科規約 第 14 条別
表 

2-①-2  自己点検評価報告
書 

 

 
 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証のための方

針および手続きを設定

している。 

・内部質保証推進組織を

はじめとする内部質保

証に関する体制が整備

され、各組織の権限・

役割が内規等で定めら

れている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分に機能するよ

う、それぞれの役割が

定義されている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分な連携が図れ

るよう、それぞれの役

割が定義されている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・内部質保証体制を図示

化するなど、PDCA の

一連のサイクルが明確

にされている。 

・評価基準４を満たてい

る。 

・内部質保証のための方

針や手続きについて、

所属の教職員に定期的

に共有する機会を設け

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5   

  



基準２ 内部質保証  点検・評価項目② 

 

内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

 ○全学内部質保証推進組織・学内体制の整備 

○全学内部質保証推進組織のメンバー構成 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

  



基準２ 内部質保証 点検・評価項目③ 

 

方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

○方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 
○学部・研究科における点検・評価の定期的な実施  
○学部・研究科おける点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施 
○行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置 計画履行状況等調査等）に対する適切な対応  
○点検・評価における客観性、妥当性の確保 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 
 基準２①で述べた自己点検評価委員会の報告書の公表にあたっては、
報告書案を事前に運営委員会で共有し、運営委員会構成員全員で内容を
確認している。また、ＦＤ委員会では学生授業評価アンケートを各学期
で 2 回実施し、この結果については FD 委員会が検討した上で運営委員
会で結果を報告すると共に、各科目の担当教員には学生からの評価およ
びコメントを共有し、改善の契機としている。 
 5 年に 1 回の日弁連法務研究財団からの認証評価結果については、運
営委員会で共有すると共に、研究科運営委員会に於ける長期計画におい
て反映している。 
自己点検評価委員会における評価の客観性・妥当性の担保については、

日弁連法務研究財団による認証評価基準を参照しており、また、報告書
をＨＰ上で公表することにより透明性を確保している。 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 
【課題】 
 自己点検評価委員会報告書および認証評価報告書において指摘された
課題について、より PDCA サイクルを意識して改善していくこと。（396
字） 
 

2-③-1  自己点検評価報告
書 

2-③-2  ＦＤ委員会報告書 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証の取組が方

針と手続きに従って行

われている。 

・点検・評価結果に基づ

いて、内部質保証推進

組織による改善のため

の検討が行われてい

る。 

・文部科学省や認証評価

機関からの指摘事項に

対応している。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・点検・評価および点検・

評価の結果に基づく改

善を定期的に行う仕組

みを構築している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証推進組織に

よる改善のための検討

が行われ、その結果が

箇所内に共有されてい

る。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果に基づ

く改善を行っている。 

・内部質保証のプロセス

の客観性・妥当性を確

保するための取組を行

っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・内部質保証システムに

関する自己点検・評価

の結果に基づいた取り

組みの結果、改善が見

られる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

4  

  



基準２ 内部質保証 点検・評価項目④ 

 

教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果た
しているか。 
 ○教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表 
○公表する情報の正確性、信頼性 
○公表する情報の適切な更新 

 →大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

基準２ 内部質保証 点検・評価項目⑤ 

 

内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向
けた取り組みを行っているか。 
 ○全学的なＰＤＣＡサイクル等の適切性、有効性の定期的な点検・評価 
○点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用 
○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 →大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

  



基準３ 教育・研究組織 点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組織の設置状況は適切であるか。 
 ○大学の理念・目的と学部（学科又は課程）構成及び研究科（研究科又は専攻）構成との適合性 
○大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性 
○教職課程等を置く場合における全学的な実施組織の適切性 
○教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等への配慮 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

基準３ 教育・研究組織 点検・評価項目② 

 

教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取
り組みを行っているか。 
 ○適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の構成の定期的な点検・評価 
○点検・評価結果に基づく改善・向上 

→大学全体の点検・評価項目に該当するため、各学部・研究科での点検・評価項目の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目① 

 

授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 
 ○課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習成果を

明示した学位授与方針の適切な設定（授与する学位ごと）及び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

5 

【自己評価の理由】 
本研究科では、修了時に身に付けておくべき能力を以下のように定め

ている。 
学修成果① 進取の精神を持って、伝統の殻を破る新しい概念を構築す

る力 
学修成果② 自主独立の精神を持って自他の個性を認め、公正な視点で

多様性を受容する姿勢 
学修成果③ 法律学の専門知識、批判的・創造的な思考力、社会に生起

する事象の調査能力、および法的問題の分析能力を駆使し、
問題を解決する能力 

学修成果④ 新たな時代を切り拓いて正義を体現する法の担い手とし
て、複雑で多様化した現代社会における様々な加谷に敢然
と挑戦し、人と社会と世界に貢献できる能力 

学修成果⑤ 人の『喜び』『苦しみ』『痛み』を理解できる豊かな人間性と
これに基づく行動力 

学修成果⑥ 自らが考える意見を正確に表現し、他者を説得する能力、
および他者の意見に真摯に向き合い、その主張するところ
を的確に汲み取るコミュニケーション能力 

上記のディプロマポリシーは、「早稲田大学大学院法務研究科要項」に記
載し、学生に開示している。（416 字） 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
 特になし 

4-①-1 法務研究科要項 2 頁 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学位授与方針を課程ご

と学位ごとに設定して

いる。 

・学位授与方針をウェブ

サイトや要項等で公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与方針は、知識、

技能、態度などの要素

を含んだものとなって

いる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与方針は全学の

学位授与方針と連関性

を有している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学位授与方針に卒業要

件、修了要件が明示さ

れている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 学位授与方針に修了要件が明示されてはいなかったため、3 と判断した。 

 

 

 

 



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目② 

 

授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

 ○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び公表  
‐教育課程の体系、教育内容  
‐教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等  

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 
法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律第 4 条におい

て、「専門的な法律知識その他の学識」、「法的な推論、分析、構成及び論
述の能力」、「法曹となろうとする者に必要とされる専門的な法律の分野
に関する専門的学識及びその応用能力」、「法的な推論、分析及び構成に
基づいて弁論をする能力」、「法律に関する実務の基礎的素養その他前三
号に掲げる専門的学識及びその応用能力の基盤の上に涵養すべき将来の
法曹としての実務に必要な学識及び能力並びに素養」を涵養するための
教育を段階的かつ体系的に実施することが定められていることに鑑み、
本研究科では、法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣接科目、
展開・先端科目を幅広く設置し、体系的なカリキュラムを組んでいる。 
公表手段としては、履修選択の資料として「講義要項（シラバス）」を

WEB 上で公開し、「科目登録の手引き（科目配当表・時間割」」、「法務研
究科要項」などを学生に配布することで、履修モデルの提示を分かりや
すく行っている。（435 字） 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
特になし 

4-②-1 法務研究科要項 
4-②-2 講義要項（シラバ
ス） 

4-②-3 科目登録の手引き 
4-②-４ 科目配当表・時間
割（「科目登録の手引き」
26 頁以降） 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針を課程ごと、学位

ごとに設定している。 

・教育課程の編成・実施

方針をウェブサイトや

要項等で公表してい

る。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針は、編成に関する

考え方、実施に関する

基本的な考え方を含ん

でいる。 

・学位授与方針との連関

性を確認することがで

きる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施 

方針に教育課程の体

系、教育内容、構成す

る授業科目区分、授業

形態等を記載してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

  3 
箇条書きにする、平易な表現とする、図示化するなどの工夫により情報の得やすさや理解のしやすさに
配慮してはいないため、３と判断した。 

  



 

基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目③ 

 

教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的に編成してい

るか。 

 ○各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置  

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性  

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮  

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定  

・個々の授業科目の内容及び方法  

・授業科目の位置づけ（必修、選択等）  

・各学位課程にふさわしい教育内容の設定  

・初年次教育、高大接続への配慮（【学士】）  

・教養教育と専門教育の適切な配置（【学士】）  

・コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等（【修士】【博士】）  

・理論教育と実務教育の適切な配置等（【院専】） 

・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織 等の関わり  

○学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
 本研究科が提供する法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣
接科目、展開・先端科目については、学生の履修が各科目のいずれかに
過度に偏ることのないように配慮して設定されている。法律基本科目に
ついては、段階的な学修ができるように配置され、また法律実務基礎科
目、基礎法学・隣接科目、展開・先端科目は、選択必修科目として、学生
にはバランスよく履修することが課されている。また、司法試験選択科
目（「倒産法」,「租税法」,「経済法」,「知的財産法」,「労働法」,「環境
法」,「国際関係法（公法系）」,「国際関係法（私法系）」）はいずれも開講
している。 
特に、挑戦する多様な法曹を社会に送り出すという本法科大学院の理

念を実現するために選択必修である法律実務基礎科目として、各種領域
の弁護実務、エクスターンシップ、臨床法学教育などの多様な科目を設
置しており、極めて多彩な展開・先端科目を設置、そしてこれらの科目
の履修を学生に積極的に推奨している。（415 字） 
【グッドプラクティス】 
特になし 
【課題】 
 在学中司法試験受験制度導入後の学生の段階的学びをどのように確保
していくかは学生の履修動向も含めて、当面試験的にならざるを得ない。 

4-③-1 法務研究科要項 
4-③-2 講義要項（シラバ
ス） 

4-③-3 科目登録の手引き 
4-③-４ 科目配当表・時間
割（「科目登録の手引き」
26 頁以降） 

 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

教育課程の編成・実施方

針と授業科目・教育課程

の連関性を確認できる。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針に記載されている

内容の科目が設置され

ている。 

・科目区分と設定されて

いる授業時間数、単位

数が適切である。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点から必修科目や専

門科目が適切に設置さ

れている。 

【学部】 

・初年次教育に配慮した

科目や教養科目、共通

・評価基準３を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点を踏まえて順次性

や体系性に配慮した教

育課程が編成されてい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・社会的および職業的自

立を図るための教育を

行っている。 



科目等が適切に配置さ

れている。 

【研究科】 

・リサーチワークとコー

スワークが適切に組み

合わされている 

・１年次に研究倫理教育

を受講することを要項

等に記載している。 

【専門職】 

・理論教育と実務教育の

バランスに配慮してい

る。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5   

 

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目④ 

 

学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

○各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限設定

等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、事前事後の学修の指

示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

・授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学生への周知 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生同士のコミュニケーション機

会の確保、グループ活動の活用等） 

・学習の進捗と学生の理解度の確認 

・授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

・授業外学習に資する適切なフィードバックや、量的・質的に適当な学習課題の提示 

・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数（【学士】） 

・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに基づく研究指導の実 

施（【修士】【博士】） 

・実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導の実施（【院専】） 

・各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の関わり（教育の実施 

内容・状況の把握等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
 2023 年度より、本研究科が提供する科目の全てのシラバスについて
は、それぞれの授業の到達目標が本研究科のディプロマポリシーで定め
ている学修成果との関連性を明記しているか、カリキュラム検討委員会
がチェックを行っている。 
 また、理論と実務を架橋し、学生に法実務に求められる倫理観や実践
力を涵養させるため、「法曹倫理」、「民事訴訟実務の基礎」、「刑事訴訟実
務の基礎」（各 2 単位）を必修とし、他に臨床法学教育科目、エクスター
ンシップ、シミュレーション科目等を選択必修として展開している。 
 学生の理解度の確認にあたっては、中間試験や期末試験を実施し、成
績不振の学生に対しては教務主任（学生担当）が面談を行い、学習方法
等について助言している。また、本研究科を修了した若手弁護士が学修
をサポートするアカデミックアドバイザー（AA）制度があり、学生の理
解の向上と学習意欲の促進を図っている。 
【グッドプラクティス】 
 修了生が後輩の学修を支援する AA 制度は、この制度を利用した学生
もまた、司法試験合格後に AA として後輩の学修支援にあたるというサ
イクルが確立している。（453 字） 
【課題】 
 特になし 

4-④-1 シラバス作成依頼文
書 

4-④-2 法務研究科要項 
4-④-3 法務研究科 HP「研
究科紹介」 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針と教育方法の連関

性が確保されている。 

・授業内容・形態に配慮

したクラス規模を設定

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・年間の登録単位数が５

０単位を超過している

学生について申し合わ

せに定める区分に応じ

・評価基準２を満たして

いる。 

・授業外における学習に

対する指導体制を構築

している。 

【研究科】 

・評価基準３を満たして

いる。 

・各科目の到達目標と

DP で定める学修成果

などポリシーとシラバ

ス記載内容の整合性が

・評価基準４を満たして

いる。 

・学位プログラムとして

の順次性・体系性に配

慮した科目の配置が行

われている。 



 て対応している。 

・シラバスチェックリス

トを活用し、記載項目

に漏れがないか組織的

に確認を行っている。 

 

・研究指導計画を学生に

明示している。 

【専門職】 

・実務的能力育成のため

の教育上の工夫を行っ

ている。 

確保されている。 

・学修成果の獲得という

観点から、適切な授業

方法、形態が採用され、

実施されている。 

【研究科】 

・研究指導計画に基づき

研究指導を実施してい

る。 

【学部】 

・対話型、問題発見・解

決 型 授 業 の 割 合 が

75％を超過している。 

【研究科】 

・研究指導計画について

定期的に見直しを行っ

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
各科目の到達目標と DP で定める学修成果などポリシーとシラバス記載内容の整合性が確保されてい
るか、カリキュラム検討委員会がチェックを行った結果が根拠として無いため、３と判断した。  

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-1 

 

成績評価、単位認定を適切に行っているか。 

○成績評価及び単位認定を適切に行うための措置  

・単位制度の趣旨に基づく単位認定  

・既修得単位等の適切な認定  

・成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置   

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
 法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律第 4 条におい
て、法科大学院において涵養すべき能力・素養が定められていること、
および認証評価基準として「厳格な成績評価基準が適切に設定・開示さ
れ，成績評価が厳格に実施されていること」が求められていることから、
本研究科においても厳格な成績評価が実施されている。 
 これらの基準については、学生向けの「早稲田大学大学院法務研究科
要項」に記載されるとともに、教員向けには春学期・秋学期の採点につ
いての依頼文書に記載されている。 
各教員は、定期試験採点後、採点簿とともに項目別配点表を提出して

いる。項目別配点表は、シラバス記載の配点割合に従って成績評価がな
されているかを確認するためのものである。さらに、事務所において各
科目の成績評価分布表が作成され、これを各学期の採点終了後の直近の
運営委員会で配布することにより、相対評価の遵守を教員間で相互にチ
ェックすることができる体制も構築している。（411 字） 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
特になし 

4-⑤-1-1  法務研究科要項 
3 頁 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・事前事後の学修を含め

た単位制度の趣旨につ

いて教員・学生への周

知・徹底を行っている。 

・既修得単位の認定につ

いて箇所内で明確なル

ールを定めている。 

【学部】 

・「学部教育における成

績評価基準に係わる申

し合わせについて」に

基づいた運用を行って

いない。 

【研究科】 

・成績評価基準を定めて

いない。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・既修得単位の認定に関

するルールについて、

要項等で学生に周知し

ている。 

・成績評価基準に基づい

た運用を行っている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の可視化に関

連する科目については

絶対評価を用いるなど

科目の性質に応じた柔

軟な運用を行ってい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・成績評価を行うにあた

って、ルーブリックを

使用するなど、客観性

を確保するための取り

組みを行っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・各科目における成績分

布を箇所内で共有し、

適切な成績評価が行わ

れているか確認する仕

組みを構築している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5   

 



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-2 

 

学位授与を適切に行っているか。 

○学位授与を適切に行うための措置  

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表  

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置  

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示  

・適切な学位授与  

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 
 2021 年度未修入学者および 2022 年度既修入学者についての修了認定
に要する単位数は 93 単位である。さらに、1 年次から 2 年次、2 年次か
ら 3 年次への進級にあたっては、必修科目の GPA が一定基準を満たす
ことなどを要件として厳格な成績評価を実施しており、十分な学修成果
を得た学生のみが最終学年に進学し、修了できるようになっている。 
修了認定にあたっては、事務所が各科目の成績をとりまとめて修了判

定の処理を行い、修了認定予定者リストを作成して運営委員会に提出す
る。運営委員会は、このリストをもとに、各予定者が所定の単位を修得
していることを確認した上で、修了認定を行っている。 
 修了認定基準および進級要件は、次年度が始まる前に「法務研究科要
項」、「科目登録の手引き」、法務研究科教育研究支援システム上のお知ら
せ「科目登録における注意点」等の欄に記載し、学生に開示している。な
お、2021 年度の認証評価では、評価機関より「修了認定の基準・体制・
手続の設定，修了認定基準の開示のいずれも適切であり，修了認定が適
切に実施されている」との評価を得ている。（454 字） 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 
 
【課題】 
特になし 
 

4-⑤-2-1 法務研究科要項 
12 頁 

4-⑤-2-2 科目登録の手引
き 8-9 頁 

4-⑤-2-3  法務研究科教育
研究支援システム上のお
知らせ「科目登録におけ
る注意点 

4-⑤-2-4 認証評価報告書 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・卒業・修了の要件を定

めている。 

・卒業・修了の要件を刊

行物、ウェブサイト等

で公表している。 

・既修得単位数について

上限を超えて認定され

ないような仕組みを設

定している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを定めてい

る。 

・学位論文等の審査基準

を公表している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きについて定めて

いる。 

・既修得単位の認定につ

いて箇所内での基準・

手続き方法を定め、要

項等で周知している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを学生にあら

かじめ明示している。 

・学位論文の審査基準を

学生に文書等であらか

じめ明示している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きを要項等で明示

している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

【学部】 

・卒業論文等について複

数の教員で審査するな

ど組織的な審査体制を

構築している。 

【研究科】 

・副指導教員を置くなど

研究指導体制の充実を

図っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学位授与の認定にあた

ってルーブリック評価

を行うなど、客観性、

透明性の確保のための

工夫を行っている。 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 



 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 
副指導教員を置くなど研究指導体制の充実を図っているかは根拠資料からは読み取れない。また、運営
委員会で修了者を確認しているものの、責任体制を要項等で明示はしていないため、２と判断した。  

  



基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑥ 

 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 

○学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 
 

【自己評価の理由】 
本研究科では、修了時に身に付けておくべき能力として、６つの学修

成果を定めている。これらの成果を段階的に涵養すべく、本研究科のカ
リキュラムポリシーとして以下を定めている。すなわち、1 年次に法律基
本科目の習得をはかり、2 年次には法律基本科目の発展的理解および実
務基礎の習得を目指す。3 年次は、法律基本科目の事案への適用力を養う
とともに、発展・展開科目の学修を行う。全体として、法律基本科目の重
層的で体系的な積み上げを行うことにより、個々の法分野の理解を繰り
返し確認するとともに、学修で得た知識を法曹の現場で応用するための
アウトプット能力を進化させる教育課程を構成している。また、司法試
験合格率、学生授業アンケート等を用いたアセスメントポリシーを策定
している。 
修了生がその後法曹資格を取得し、どのような分野で活躍しているか

については、司法試験の単年度合格率や合格者数（法学既修者・法学未
修者それぞれ）並びにそれらの推移及び累積のデータについて把握する
と共に、稲門法曹会を通じて修了生の活動状況について情報を収集して
いる。（424 字） 
 
【グッドプラクティス】 
  
【課題】 
 司法試験に合格していない修了生の活動状況についての把握。 
 

4-⑥-1 法務研究科要項 2
頁 

4-⑥-2 法務研究科 HP にお
ける司法試験合格者データ
部分 
 
 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学修成果の指標および

可視化の方法を検討し

ている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法を定めて

いる。 

・学位授与方針で示した

学修成果と可視化の方

法の関連性が明確であ

る。 

・可視化の方法が多角的

かつ適切な方法となっ

ている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法が専門分

野の性質に応じた適切

なものとなっている。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・間接評価と直接評価を

組み合わせて可視化を

行っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・直接評価と間接評価の

相関分析などによりデ

ータの妥当性を検証し

ている。 

・経年比較などを行って

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
取り組み状況に記載はあるが、根拠資料からは、間接評価と直接評価を組み合わせて可視化を行ってい
るか判断できない。直接評価と間接評価の相関分析などによりデータの妥当性を検証していることは
読み取れないため、３と判断した。 

 



基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目⑦ 

 

教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

5 

【自己評価の理由】 
 教育内容・教育方法の改善活動の取り組み体制は法務研究科規約第 14
条別表第 1 で「教授方法・効果に関する事項」を所管するとされる FD 委
員会がその中心に置かれている。同委員会は、2 年任期の委員 5 名から
構成されており、この活動の一環として、受講生による講義評価アンケ
ート（各学期について中間・期末の 2 回）を実施している。この結果は
FD 委員会が取りまとめ、運営委員会において報告がなされている。さら
に、科目ごとのアンケート結果は、当該科目の担当教員に通知され、ま
た、複数のクラスが同時開講されている必修科目においては、当該必修
科目の全クラスの平均点も併せて伝えられている。これにより、担当教
員は、自分の担当クラスの評価が、当該必修科目の他のクラスとの比較
においてどのような位置づけにあるのかを知ることができ、必要に応じ
て講義方法の修正・改善を図るための手がかりを得ることができる。 
 さらに、FD 委員会の活動として、FD 研修会の実施（各学期 1 回）、
授業の相互参観（各学期 1 回）を実施し、教育内容・教育方法の改善を
図っている。（450 字） 
 
 
【グッドプラクティス】 
 
 
【課題】 
 
 

4-⑦-1 早稲田大学大学院
法務研究科規約 第 14 条
別表 

4-⑦-2 講義評価アンケー
ト質問項目 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

検討を行っている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

内規等で定めている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の可視化を定

期的に行い、その評価

結果を教育課程の検討

を担う組織にフィード

バックしている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

え、教育課程の改善・

向上に向けた検討に着

手している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

えた教育課程の改善・

向上の実績がある。ま

た、定期的に改善・向

上を検討するサイクル

が確立している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

5   

 



基準 5  学生の受け入れ 点検・評価項目① 

 

学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表  

○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定  

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像  

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

5 

【自己評価の理由】 
本研究科は、教育研究の目的を定めた上で、これに基づく入学者選抜

の方針（アドミッション・ポリシー）を次のように定めている。「早稲田
大学では、『学問の独立』の教育理念のもとで、一定の高い基礎学力を持
ち、かつ知的好奇心が旺盛で、本学の理念である進取の精神に富む、勉
学意欲の高い学生を、わが国をはじめ世界から多数迎え入れる。早稲田
大学大学院法務研究科においては、優れた法律家として実社会で活躍で
きる人材の発掘を第一の目標に、専門知識はもちろんのこと、個々の受
験生のバックグラウンドや特徴をも精査し、その資質や能力を総合的に
評価し選抜を行う。」 
以上の入学者選抜方針は、毎年度「入学者選抜試験要項」のはじめに

掲げるとともに、本法科大学院の「研究科案内」や HP に掲載している。
また、毎年複数回開催している入試説明会においても、上記の方針を、
選抜基準および選抜手続とともに明確に説明している。（387 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
【課題】 
特になし 

 

5-①-1 入学者選抜試験要
項 

5-①-2 研究科案内 
5-①-3 法務研究科ＨＰ 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・課程ごとに学生の受け

入れ方針を設定してい

る。 

・学生の受け入れ方針を

刊行物やウェブで公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、求める学生像を明

示している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位ごとに学生の受け

入れ方針を定めてい

る。 

・他のポリシーとの一貫

性が確保できている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、入学前の学習歴、

学力水準、能力、判定

方法についても明示し

ている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
根拠資料、取り組み状況からは学生の受け入れ方針に、入学前の学習歴、学力水準、能力、判定方法に
ついても明示してはおらず、３と判断した。  

  



基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目② 

 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実
施しているか。 
○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 
○授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供 
○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 
○公正な入学者選抜の実施 
・オンラインによる入学者選抜を行う場合における公正な実施 

○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 
・オンラインによって入学者選抜を行う場合における公平な受験機会の確保（受験者の通信状況の顧慮等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 
 

【自己評価の理由】 
本研究科では、学生の受け入れ方針に基づき、法学未修者・法学既修

者のいずれの入学者選抜においても、受験者が法曹としての必要条件と
いうべき資質・能力を備えているか否かを評価のポイントとして「書類
審査」を行い、多様なバックグラウンドを持つ有為な人材を選別するこ
ととしている。その上で、法学未修者に対しては小論文試験、法学既修
者に対しては、論述試験を行っている。さらに、5 年一貫法曹養成制度
(「法曹コース」)の開始に伴い、2022 年度入学者選抜から特別選抜(5 年
一貫型と開放型)と一般選抜(法学既修者試験と法学未修者試験)に区分
してそれぞれの選抜基準と選抜手続を決定して実施している。 
奨学金制度を含む入試制度の情報については、研究科案内、入学者選

抜試験要項、法科大学院説明会を通じて適切な時に開示している。また、
入試運営にあたっては、入試委員会が実施にあたっている。これまでの
入試においては、入学選抜の公正さや公平さに対する疑問を提起される
ような事態は生じていない。（427 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
 
【課題】 
 特になし。 

5-②-1 研究科案内 
5-②-2 法務研究科 HP 
5-②-3 入学者選抜試験要
項 

5-②-4 法科大学院説明会
の案内 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れ方針と

選抜制度に関連性が確

保されている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制を整備している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・整備された運営体制の

もと入学者の選抜が公

正に実施されている。 

・費用や経済的支援に関

する情報提供を行って

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・方針に沿った学生を受

け入れていることをデ

ータにより確認してい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制の見直しを行って

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
根拠資料、取り組み状況からは、方針に沿った学生を受け入れていることをデータにより確認している
ことが分からなかったため、３と判断した。  

  



基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目③ 

 

適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理しているか。 

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

・入学定員に対する入学者数比率（【学士】） 

・編入学定員に対する編入学生数比率（【学士】） 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 
 入学定員のおよび収容定員の定員充足率については、自己評価委員会
の報告書で毎回公表している。また、毎年の定員充足率、各学年の収容
定員に対する在籍者数については、年度ごとのデータが確定した段階で、
運営委員会において報告されており、充足率の過剰または未充足の問題
が出現した際には、運営委員会構成員全員で議論できるようにしている。 
 本研究科の方針としては、本学において学修するに足りる能力がある
と判定した者はすべて入学を認めるという姿勢を貫きつつ、本学での学
習環境および人的支援態勢を考慮して、入学者が入学定員を上回ること
のないように十分に配慮すると同時に、他方において、入学者が入学定
員に満たない場合でも、本学において学修するにふさわしいとはいえな
い志願者については、その入学を認めないものとし、入学者の質の確保
を特に重視している。公益財団法人日弁連法務研究財団による直近（2021
年度）の認証評価においても、入学者数と入学定員のバランスについて
は「適合」と評価されている。（430 頁） 
 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 特になし。（127 字） 

5-③-1  自己点検報告書 
5-③-2 認証評価報告書 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・収容定員に対する在籍

学生数比率の管理を行

っている。 

【学部】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、是正勧告に

該当する基準（注１）

をクリアしている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、改善課題に

該当する基準（注２）

をクリアしている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・収容定員と在籍学生数

に齟齬が生じた場合の

対応方法やフローを確

立している 

・評価基準３を満たして

いる。 

・３つのポリシーなどに

基づいて、あるべき収

容定員数について意見

交換を行う機会を設定

している。 

 

注１～注２：大学基準協会「評価にかかる各種指針」参照 

     

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

4  

  



基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目④ 

 

学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 
 

【自己評価の理由】 
これまでも自己点検の一環として、受け入れた学生の本研究科での学

修状況は、各学生の GPA や進級状況を中心に、自己点検評価委員会およ
び執行部による定期的な検証を行ってきた。 

2022 年度司法試験より、法務省からより詳細な司法試験結果（本研究
科からの受験者の合否、短答式試験、論述試験の成績）の提供が受けら
れるようになった。これを受けて、本研究科修了生について、入学時か
ら、各年次の成績、司法試験の合否および成績までを一連の流れとして
捉えることが可能になった。これにより、適切な学生を受け入れている
か、授業のパフォーマンスと司法試験の合否にはどの程度の関連がある
か、などをこれまで以上に詳細に検討することができるようになり、現
在分析中である。今後、この検証体制を確立することにより、学生の受
入れの適切性について、さらに有効な点検・評価ができるようになると
考えている。（356 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 在学中司法試験の傾向が出る 3 年後をめどに、法務省提供データを活
かした改善のための PDCA サイクルを確立させる。 

5-④-1 自己点検報告書 
5-④-2 法務省からの提供に
あたってのメール 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスについて検討して

いる。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスを内規等で定めて

いる。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価を定

期的に実施している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、改善に取

り組んでいる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、定期的な

改善実績がある。 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 改善に取り組んだ実績について根拠資料が不足しており、３と判断した。 

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編制に関する方針を明示して

いるか。 

○求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

○各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責

任所在の明確化等）の適切な明示 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

4 

【自己評価の理由】 
 本研究科は、日弁連法務研究財団の認証評価基準の１つである「法科
大学院の規模に応じて，教育に必要な能力を有する専任教員がいること」
を満たすために、研究および教育能力に関する適格性を有する教員の配
置を行っている。専任教員の適格性については、専任教員の採用時にお
いては、「専任教員嘱任に関する法務研究科細則」 にしたがって、審査
委員会が専任教員候補者の適格性についての実質審査を行い、その審査
報告に基づき運営委員会において最終判断を行っている。審査において
は、担当科目を教えるにふさわしい教育能力があるかどうかを、研究業
績あるいは実務経験だけでなく、教育実績を含めて多角的に審査してい
る。また、派遣裁判官教員あるいは派遣検察官教員についても、司法研
修所等での教官経験など教育経験のある者の派遣を要請している。また、
この教員組織の編成については、自己点検評価委員会でも毎回検討し、
毎回報告書を公表している。 
 今後、法学研究科との組織統合後においても、教員編成については認
証評価基準に適合する必要があるため、方針は変わらない。（454 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 
 

６-①-１ 専任教員嘱任に関
する法務研究科細則 

６-①-2 任期付き専任教員
の身分変更に関する法務研
究科細則 
６-①-3 派遣教員の嘱任に
関する法務研究科細則 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

各学部・研究科の教員組

織の編制に関する方針を

定めている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針において求める教員

像を提示している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針を箇所内で適切に共

有している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針について定期的

に点検・評価を行う体

制となっている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針についての点

検・評価の結果に基づ

き、定期的な改善を行

っている。 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1 
取り組み状況は伺えるものの、各学部・研究科の教員組織の編制に関する方針において求める教員像を
提示している根拠資料がなく、分からなかったため、1 と判断した。 
 



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目② 

 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制しているか。 
○学部・研究科等ごとの専任教員数 
○適切な教員組織編制のための措置 
・教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 
・各学位課程の目的に即した教員配置 
・国際性、男女比 
・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 
・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授又は准教授）の適正な配置 
・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 
・教員の授業担当負担への適切な配慮 

○教養教育の運営体制 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 
本研究科では、認証評価基準に「教員の科目別構成等が適切であり，

バランスが取れている等，法曹養成機関として充実した教育体制を確保
できるように配慮されていること」（日弁連法務研究財団認証評価委基準
3－4(3）)「教員の年齢構成に配慮がなされていること」（同基準 3－4(4)）、
「教員のジェンダーバランスに配慮がなされていること」（同基準 3-4-
(5)）」が定められていることから、本研究科設立以来、これらの要件を満
たしているかどうかの自己点検を行い、改善に努めてきた。しかしなが
ら、2020 年にコロナ禍による全学的な人事凍結があったこと、その後、
2025 年に法学研究科との組織統合を予定していることから、実務家派遣
教員を除いて本研究科独自の人事は行っておらず、近年は改善のための
具体的行動が起こせていない。今後、法学研究科との統合の後に、年齢
構成およびジェンダーのバランスを改善するための組織的な取り組みが
必要となる。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 教員組織の年齢構成・ジェンダーバランスに課題がある。（421 文字） 

6-②-1  自己点検報告書 
6-②-２ 日弁連法務研究財
団認証評価基準 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・専任教員数または教授

数が設置基準を満たし

ている。 

【専門職】 

・実務家教員が適切に配

置されている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織の編制方針に

則った採用活動を行っ

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編成に関する方

針に基づく適切な教員

編成となっている。（課

程の目的、主要な授業

科目への専任教員の配

置、研究科担当教員の

資格の明確化） 

・評価基準３を満たして

いる。 

・国際性、男女比、年齢

構成、各教員の授業負

担のバランスの観点に

おいて適切に教員を配

置している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

【学部】 

・教養科目や共通科目等

の運営についての体制

を構築している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目③ 

 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の整備 

○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

4 

【自己評価の理由】 
 本法科大学院における人事は、十分な数の専任教員を確保するために、
研究科人事委員会が、法科大学院設置基準、同認証評価基準および研究
科が設置する科目等に照らして策定した人事計画により、具体的条件を
提示して、候補者の推薦を求める研究科内公募の形式を採っている。 
昇任については、「審査委員会」を構成し「専任教員の昇任に関する法

務研究科細則」に照らして厳格な審査を実施している。 
専門職大学院の性質上、本研究科には実務家教員も置かれているが、

これらの教員については、「任期付き専任教員の身分変更に関する法務研
究科細則」 および裁判所および検察庁からの裁判官、検察官の派遣に関
する「派遣教員の嘱任に関する法務研究科細則」に定める資格要件およ
び手続にしたがって審査が行われ、実務経験が充分に豊富な教員を採用
している。また、実務家教員が法律基本科目を担当する場合は、採用時
に研究者教員と同じ基準におり、研究能力の審査を行っている。（405 字） 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
  
 

6-③-1 専任教員嘱任に関
する法務研究科細則 

6-③-2 専任教員の昇任に関
する法務研究科細則 

6-③-3 任期付き専任教員の
身分変更に関する法務研
究科細則 

6-③-4 派遣教員の嘱任に関
する法務研究科細則 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定めている。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定め、規定化すること

により箇所内で共有し

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・規定に基づき、募集、

採用、昇任等の実施が

行われている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・規定や運用について定

期的に自己点検・評価

を行う体制となってい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価の結果を踏

まえて定期的な改善を

行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
根拠資料からは、規定や運用について定期的に自己点検・評価を行う体制となっているかは読み取れな
いため、３と判断した。  

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目④ 

 

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教員組織の改

善・向上につなげているか。 

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的な実施 

○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

５ 

【自己評価の理由】 
教育内容・教育方法を改善するための取り組みは、FD 委員会を中心に

実施されている。同委員会は、2 年任期の委員 5 名からなり、現在の委員
会構成は、民事法 2 名、刑事法 1 名、公法 1 名、先端・展開 1 名である。
FD 委員会は、①各学期１回、専任教員全員が参加する FD 研修会を計
画・実施、②各学期１回行う授業の相互参観の企画・実施・見学結果のフ
ィードバック集計、③各学期について中間および期末の 2 回行われる受
講生による講義評価アンケートの企画・実施・評価を行い、②の実施状
況、③の結果概要について、教授会において報告を行っている。 
 
【グッドプラクティス】 
 FD 研修会では、その時々の本研究科における教育上の課題を取り上
げ、教員全体の理解を深め課題を共有している。 
【課題】 
 相互授業参観の参加率の向上が課題と思われる。（342 字） 

6-④-1  早稲田大学大学院
法務研究科規約 第 14 条
別表 

 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学部・研究科単位で FD

活動を行っている。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・課程ごとに教育改善に

かかる FD が組織的に

実施されている。 

・教育に加えて研究や社

会貢献活動のかかる資

質向上を目的とした

FDが実施されている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・エビデンスにより明ら

かになった課題の改善

を目的とした FD プロ

グラムを実施してい

る。 

・恒常的に専任教員の

3/4 以上が FD プログ

ラムに参加している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・FD 活動によって教育

活動等の改善を行って

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・自己点検・評価の結果、

FD 活動の改善に取り

組んでいる。 

・専任教員全員が恒常的

に FD プログラムに参

加している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 
取り組み状況からは 5 に値すると思うが、根拠資料からは読み取れない。また、3/4 以上が FD プログ
ラムに参加しているのかが分からなかったため、２と判断した。  

  



基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目⑤ 

 

教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り

組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価  

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

４ 

【自己評価の理由】 
 日弁連法務研究財団による法科大学院認証評価基準 3－1 が「法科大学
院の規模に応じて，教育に必要な能力を有する専任教員がいること」と
定めていることから、本研究科自己点検評価委員会による自己点検にお
いて、定期的に教員組織の適切性について点検・評価を行い、その結果
を報告書として研究科ＨＰにて公表している。 
 点検・評価の結果は、人事委員会において議論され、改善・向上の措置
を検討するとともに、可能な限り新規の教員採用に反映させている。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 2025年 4月の法学研究科との組織統合後にも法科大学院の認証評価上
求められる基準を満たす教員組織を維持し、年齢バランス、ジェンダー
バランスを改善していくことが課題と思われる。（314 字） 

6-⑤-1 日弁連法務研究財団
法科大学院認証評価委基
準 

6-⑤-2 自己点検評価報告
書（第 3 分野） 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を検討してい

る。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を内規等で定め

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を実施して

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価の結果を踏

まえ改善に取り組んで

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を踏まえ定

期的に改善を行ってい

る。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 可能な限り新規の教員採用に反映させているとあるが、その根拠資料がないため３と判断した。 

  


